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 説明資料―１  

 

大 阪 市 土 地 利 用 審 査 会 に つ い て  

 

（土地利用審査会の設置） 

・国土利用計画の策定、土地利用計画の作成、土地取引の規制に関する措置 

などにより、総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的に、「国土

利用計画法」が昭和49年に制定されました。 

 

・国土利用計画法では、その第39条第 1項に、都道府県に「土地利用審査 

会」を置くとされております。 

大阪市における設置根拠においては、同法第44条の「大都市の特例」によ

り、「都道府県又は都道府県知事に関する規定は、指定都市又は指定都市

の長に適用があるもの」とされており、指定都市である大阪市には、土地

利用審査会を設置とすることとされております。 

 

 

（土地利用審査会の主な権限など） 

 大阪市は、国土利用計画法にかかる事務のうち、 

・市街化区域における面積２，０００平方メートル以上の土地取引における 

利用目的に関する規制（勧告） 

 

・「注視区域」又は「監視区域」の「指定」又は「解除」及びその区域内に

おける土地取引の規制（勧告） 

などを行うこととされております。 

 

・これら、各区域の指定又は解除、土地取引に関する勧告に際しまして、大 

阪市長は、大阪市土地利用審査会の意見を聴くこととされております。 
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○設置根拠等

審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める委員の会長 条例第3条第1項

法第44条（大都市の特例）

審査会の委員の任期は3年とする。ただし、補欠の委
員の任期は前任者の在任期間とする。

委員の任期 条例第2条第1項

法第39条第4項

第2項（省略）は、監視区域の指定の解除及びその公
告について準用する

都道府県知事（指定都市の長）は、前条第1項の規定
による届出があった場合において、（省略）適正かつ
合理的な土地利用を図るために著しい支障があると
認めるときは、土地利用審査会の意見を聴いて、そ
の届出をした者に対し、当該土地売買等の契約の締
結を中止すべきことその他その届出に係る事項につ
いて必要な措置を講ずべきことを勧告することができ
る。

都道府県知事（指定都市の長）は、前条第1項の規定
による届出があった場合において、（省略）適正かつ
合理的な土地利用を図るために著しい支障があると
認めるときは、土地利用審査会の意見を聴いて、そ
の届出をした者に対し、（省略）必要な変更をすべき
ことを勧告することができる。

都道府県知事（指定都市の長)は、注視区域を指定し
ようとする場合には、あらかじめ、土地利用審査会（省
略）の意見を聴かなければならない。

第27条の3第2項（省略）は、注視区域の指定の解除
及びその公告について準用する

都道府県知事（指定都市の長)は、監視区域を指定し
ようとする場合には、あらかじめ、土地利用審査会（省
略）の意見を聴かなければならない。

都道府県知事（指定都市の長）が都道府県（指定都
市）の議会の同意を得て任命する

内容 根拠規定 条文内容
法第39条第1項

土地利用審査会の設置

都道府県に土地利用審査会を置く

（省略）都道府県又は都道府県知事に関する規定
は、指定都市又は指定都市の長に関する規定として
指定都市又は指定都市の長に適用があるものとする

法第27条の3第2項

法第27条の3第4項

監視区域の指定・解除にかかる
意見聴取

法第27条の6第2項

法第27条の6第4項

注視区域内における届出に対
する勧告時の意見聴取

法第27条の5第1項

（法：国土利用計画法、条例：大阪市土地利用審査会条例）

監視区域内における届出に対
する勧告時の意見聴取

法第27条の8

土地利用審査会は、委員７人で組織する法第39条第3項

内容 根拠規定

構成人数

都道府県知事（指定都市の長）は、前条第1項におい
て準用する（省略）届出があった場合において、（省
略）適正かつ合理的な土地利用を図るために著しい
支障があると認めるときは、土地利用審査会の意見を
聴いて、その届出をした者に対し、当該土地売買等
の契約の締結を中止すべきことその他その届出に係
る事項について必要な措置を講ずべきことを勧告す
ることができる。

(参　考）土地利用審査会に関する根拠規定

○主な権限等
条文内容

議会の同意を得ての任命

土地の利用目的に関する勧告
時の意見聴取

法第24条第1項

注視区域の指定・解除にかかる
意見聴取



 

 

国 土 利 用 計 画 法 の 土 地 取 引 規 制 制 度 概 要  

( １ ) 土 地 取 引 規 制 制 度 に 係 る ３ つ の 区 域 の 概 念 図  

 

 適正かつ合理的な 

 土地利用の確保 

                                      規制区域 

その事態を緊急に除去                            （法12条） 

しなければ、著しく困 

難となると認められる 

 

                            監視区域 

困難となるおそれがあ                 （法27条の 6 ） 

ると認められる 

 

                  注視区域 

支障が生ずるおそれが       （法27条の 3 ） 

あると認められる 

 

 

 

               社会経済的事情に  地価が急激に上昇  土地の投機的取引 

               照らして相当な程  し又は上昇するお  が相当範囲にわた 

               度を超えて上昇し  それがあると認め  り集中して行われ 地 

               又は上昇するおそ  られる       又は行われるおそ 

               れがあるものとし            れがあり、    価 

               て国土交通大臣の            地価が急激に上昇 

               定める基準に該当            し又は上昇するお 等 

                                   それがあると認め 

                                   られる 

 

( ２ ) 土 地 取 引 規 制 制 度 比 較  

 

右３区域以外     注視区域      監視区域      規制区域 

の地域       （事前届出制）   （事前届出制）    （許可制） 

       （事後届出制） 

 

 対 象  市街化区域       2,000 ㎡以上 （左記の面積未満で）  面積要件なし 

 面 積  その他の都市計画区域  5,000 ㎡以上  規則で定める面積 

      都市計画区域外     10,000 ㎡以上  以上 

 

 勧 告  利用目的      利用目的      利用目的      利用目的 

（許 可）           価格        価格        価格 

 要 件                      取引状況（投機的  取引状況（投機的 

                          取引にあたる等）  取引にあたる等） 

 

 権 限            大 阪 市 長               大阪府知事 



 

 

 

 

（ ３ ） 監 視 区 域 の 指 定 又 は 解 除 の 経 過  

 

 

    期  日         区域指定（解除）        事前届出対象面積 

 

昭和62年12月 1 日     都心８区（当時）を指定        300 ㎡以上 

                北、福島、東、西、天王寺 

                南、浪速、大淀 

 

  昭和63年 4 月 1 日     全市域を指定 

 

 

  平成元年 7 月 1 日                        100 ㎡以上 

 

 

 

 

 

  平成 6 年 1 月17日                        300 ㎡以上 

 

 

  平成 6 年12月 1 日     全市域で解除 

 

 

 

 


